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令和７年９月２２日 

 

法務省民事局参事官室 御中 

 

京都司法書士会 

会長 西 脇 正 博 

 

 

民法（遺言関係）等の改正に関する中間試案に関する意見書 

 

 

法制審議会民法（遺言関係）部会第１１回会議（令和７年７月１５日開催）に

おいて取りまとめられた「民法（遺言関係）等の改正に関する中間試案」につき、

当会は、次のとおり意見を申し述べる。 
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第１ 普通の方式におけるデジタル技術を活用した新たな遺言の方式の創設 

１ 新たな遺言の方式 

 

【意見の趣旨】 

【甲２案】及び【乙案】の創設に賛成し、【甲１案】【丙案】には反対する。 

ただし、【甲２案】には多くの懸念事項があるところ、それらの懸念事項を

払拭して【甲２案】方式を実際に稼働するためにはかなりの準備期間が必要と

思われるため、まず【乙案】を先行して施行し、準備が整い次第【甲２案】を

施行することを提案する。 

 

【意見の理由】 

 まず当会は、遺言書の活用を推進する観点から、デジタル技術を活用した新

たな遺言の方式の創設に賛成し、その具体的な方式としては、パソコン等を利

用して遺言の全文等を入力した電磁的記録により遺言書を作成する方法がふさ

わしいと考える。 

 したがって、電磁的記録をプリントアウトした書面を遺言書とする【丙案】

は、新たな遺言書の方式の創設ではなく、自筆証書遺言の方式要件の在り方と

して検討すべきであると考え、賛成しない。 

 また、【甲１案】については、証人２人の立会を要する点で公正証書遺言と

同じ厳格さを方式要件とする一方で、電磁的記録により作成された遺言書の検

認から遺言執行までの具体的な方式が示されていない点が利用者にとってわか

りにくく、遺言書の活用の推進に寄与する方式と評価することができないた

め、賛成しない。 

なお、当会は、電磁的記録により作成された遺言書が健全に活用されるため

に、【甲２案】では、その作成過程に遺言者と利害関係を持たない第三者（民

間事業者等）が対面で関与すること、【乙案】では、遺言書の保管申請の場面

で当該保管機関（法務局等）が遺言者と対面することをそれぞれの要件とすべ

きであると考える。  

 理由の詳細を以下に述べる。 

１ 【甲１案】に反対の理由 

（1）【甲１案】は、証人２人の立会が必要とする点において、現行の自筆証書

遺言に比較して、遺言者の負担がはるかに大きく、今回の遺言制度改正の
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目的として掲げられている「遺言制度を国民にとってより一層利用しやす

いものとする」（法制審議会総会第１９９回会議における法務大臣の諮問第

１２５号）の内容にそぐわない。 

（2）公正証書遺言の作成時の証人に関する公的機関の統計数値はないが、実

務的な経験や専門士業のウェブサイトを見ると、公正証書遺言を作成する

場合、遺言書の作成に関わった専門士業や、公証役場からの紹介で確保さ

れている例が多く、遺言者が利害関係のない証人 2 人を連れてくることは

稀であると思われる。証人の役割は、遺言者が遺言の内容を認識している

こと（遺言者本人の真意性）、遺言者に人違いがないこと、遺言の内容に誤

りがないこと、遺言の作成に関して不当な影響がないことを担保するもの

であるが、公正証書ではなく、自筆証書遺言にまで証人 2 人を要求するこ

とは、自筆証書遺言を利用しにくくするものであり、今回の遺言制度改正

の目的に合致しない。また、証人の面前で遺言を口述することは、遺言者

にとって精神的負担が大きく、自筆証書遺言の秘匿性、簡易性からかけ離

れるものとなる。このように、証人の欠格事由に該当しない証人 2 人以上

を立ち会わせる点で困難を抱えるのではないか。 

（3）さらに、作成された遺言の執行においても課題が多い。遺言者が亡くな

った後は、家庭裁判所における検認手続が必要となるが、その具体的流れ

が未確定であるし、記録媒体の保管状況によっては、せっかくの遺言を再

生することができず、検認手続を行うことができないこともあり得る。 

（4）併せて、遺言の内容について、専門家の関与がない場合、遺言そのもの

が無効になる可能性もある。この点は、現行の自筆証書遺言でも同様であ

るが、証人２人を確保したり、電磁的記録に口述の録音及び録画データを

記録させるための機器を手配したりすることなど、手間をかけたことが無

駄になる可能性がある。このように考えると、【甲１案】のような形式を望

むケースに対応する手法としては、むしろ令和７年１０月施行の改正によ

りデジタル化された公正証書遺言の利用を促進すべきである。 

２ 【甲２案】に賛成の理由  

（1）真意性及び真正性担保のために必要な措置が十分にとられることを前提と

して、【甲 2 案】は、近い将来、デジタル技術が進展し、成熟した社会におけ

る遺言書の形態として最も相応しい形態になるように思われる。ただし、現

在のデジタル技術水準では真意性及び真正性を担保するための必要な措置



4 

 

を十分にとることが難しいので、措置が講じられるまでの間は遺言書の作成

時に対面での本人確認が必要であると考える。 

（2）証人の立会がなく完全に遺言者のみで作成可能である利便性・秘匿性があ

るので、現行の自筆証書遺言方式のデジタル化として近しい案であると考え

る。 

（3）遺言の全文の口述を録音及び録画することによる利点として、後日遺言の

有効性が争われたときに録音及び録画データ自体を証拠として用いること

ができること、また、遺言を開封するときに遺言者の生前の声や姿が再生さ

れるので、自筆証書遺言での遺言者の筆跡のように、確かに同人が遺した遺

言であることを家族が視覚的・聴覚的に認識することができるものと考える。 

（4）遺言の全文を口述する過程は、遺言者に熟慮を促すという側面もあると考

える。 

（5）遺言の活用を推進する観点から、デジタル技術を活用した新たな遺言の方

式の創設は必要であり、その目指すところは「誰でも何時でも何処でも」思

い立ったときに作成することができる方式であるべきところ、【甲２案】はこ

れに合致するものと考える。なお、「誰でも何時でも何処でも」を追求する観

点からは、運用コストや利用手数料との兼ね合いにもよるが、２４時間対応

を可能とする体制の整備を求める。 

３ 【甲２案】に対する懸念事項 

(1) 【甲２案】では証人を要せず遺言者が単独で遺言を作成することができる制

度であるため、高度な本人認証システムによる真意性及び真正性担保のため

の措置（例：声紋認証・虹彩認証による本人確認、フェイク動画の真贋を判

定する装置やシステムの構築、録音及び録画データの改竄予防措置の構築）

が必要不可欠である。現在のデジタル技術水準では、オンライン面談によっ

ては真意性及び真正性を担保するための必要な措置を十分にとることが難

しいので、当面の間は遺言書の作成時に対面での本人確認を必須とし、措置

構築の進展具合に合わせて徐々に対面からオンラインへの移行を図るとい

った段階的な改正を行うべきと考える。また、真意性及び真正性の担保、及

び後日の紛争防止の観点から、録音に加えて録画も行うべきである。 

（2）【甲２案】は保管制度を利用しないため、遺言を記録した記録媒体の経年劣

化等でデータを読み取ることができない場合の問題も想定しなければなら

ない。例えば、家庭裁判所での検認時、録音及び録画を再生することができ
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ないと遺言は失効するのか、あるいは再生することができなかった場合にお

いてサービス提供者が予備的に保存した媒体、クラウドサービス等で再生す

ることができたときは有効とするのかといった問題に対応する規定の整備

が必要である。また、遺言者自身による保管ではなく、サービスを提供する

民間事業者における保管を推奨したり、法務局における保管を認めたり（例 

当該民間事業者が提供するクラウドサービス、データセンターへの保管委託、

電磁的記録のみ法務局で保管）といった対応策も併せて必要であると考える。 

（3）(1)で述べたような高度な本人認証システムを構築するためには相当の費

用が必要である。サービス提供者を民間事業者とする以上、システム構築の

ための投資費用を回収しなければならず、遺言者が遺言書を作成する際の利

用手数料が高額にならざるを得ないとなれば、遺言書は誰でも等しく残せる

ものであるという民法の理念にも反する事態が生じてしまうことを懸念す

る。 

低廉な手数料での運用が現状では難しいのであれば、真意性・真正性の担

保のために必要な措置構築の進展具合に合わせて徐々に対面からオンライ

ンへの移行を図るといった段階的な改正や、保管方法や保管先の別によって

異なる利用手数料を定める（例：遺言者が自ら保管、法務局が保管、民間事

業者が保管など）といった柔軟な運用が必要ではないかと考える。 

（4）【甲２案】の試案からは、民間事業者の範囲をどこまで想定しているのか判

別することができない（金融機関等の将来的に経営基盤が揺るがない可能性

が高い事業者に限るのか、スタートアップ企業も含め広く事業者として参入

を想定しているのか）。【甲２案】では民間事業者サービスを利用しなければ

作成することができないため、サービス提供者として遺言を確実に保存し、

遺言者の意思の実現を叶えるという真摯な姿勢の徹底と、遺言を記録した電

磁的記録を安易に滅失・紛失させてはならないという強い倫理観を求めるべ

きであると考える。よって、中間試案の（注７）で示されているように基準

を満たすサービスについて主務大臣による認定を行う必要があるのはもち

ろんであるが、将来的に経営基盤が揺るがない可能性が高く、高度な倫理観

による職務執行が期待される事業者（具体的には金融庁の監督下にある金融

機関等）のみを、【甲２案】におけるサービス提供民間事業者として認めるべ

きである。 

（5）金融機関等での相続手続、法務局における登記申請時など、遺言執行の場
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面において録音及び録画データをどう取り扱うのかについて、試案では言及

されていない。遺言執行者、相続手続を行う金融機関等においては録音及び

録画データを一度は全て再生し、確認する作業が必要であると考えられると

ころ、例えば人員が豊富なメガバンク等の大手金融機関ではスムーズに手続

を進められても、人員が少ない小規模地銀、信用金庫等においては手続が大

きく遅滞するといった事態が懸念される。遺言書の作成をより広く促すとい

う今回の法改正の指針がある以上、検認時に、家庭裁判所で録音及び録画デ

ータを補助資料として確認しつつ、遺言の本文（【甲２案】①の部分）につき

検認調書を作成し、これをもって執行することを可能とするといった法整備

が必要であると考える。 

（6）口がきけない方や耳が聞こえない方にも、単独で作成することができる利

便性、内容を他者に知られたくない秘匿性は尊重されなければならないとこ

ろ、実際には障がいがある方が単独で遺言書を作成することは現状では難し

い。【甲２案】においてサービス提供する民間事業者へは、障がいがある方が

遺言書を作成するための積極的なサポートを期待する。 

（7）スマートフォン登場から約 15 年、ようやく高齢者にもデジタル通信機器

が普及し始めたが、【甲２案】で求める電子署名は、企業などでは普及し始め

ているが、個人での利用は進んでおらず、また有効性の確認、期限切れの問

題など検討すべき課題は多い。遺言者の年齢に関する公的機関の統計数値は

ないが、実務的な経験や専門士業のウェブサイトを見ると、70 歳を超えてか

らの利用者が多く、パソコンを使っての文字入力はできても、電子署名をす

ることが容易であるとは考えにくい。子供の頃からデジタル技術を扱う世代

が遺言をする世代になり、【甲２案】が想定する遺言者が電子署名等を当たり

前に使いこなすことができる時代が到来するまでにはまだ時間を要すると

考えるが、デジタル技術のめざましい進展により電子署名の一般への普及が

早まることを期待する。 

４ 【乙案】に賛成の理由 

（1）司法書士の立場からすると、現行の遺言書保管制度は、住所地等の法務

局（京都府では本局及び６支局）が低廉な手数料（令和７年９月１日現在

3,900 円）で遺言書を保管するという利用の簡便さから、遺言書の作成の推

進に一定の効果を上げていると評価することができる。さらに同制度は、

相続発生後の家庭裁判所の検認手続が不要で、遺言書情報証明書を使って



7 

 

不動産の相続登記や、預貯金解約手続等を行うことができるなど使い勝手

もよい。今回の新たな遺言の方式の創設にあたっても、現行の遺言書保管

制度に近い保管の仕組みを設けるとする【乙案】に賛成する。 

（2）遺言者の立場で検討すると、新たな遺言の方式としてパソコンやスマー

トフォンを使って遺言書を作成することが可能になると、遺言書作成の壁

が低くなる。そして、遺言者は、遺言書を作成したならば、その遺言書が

安全に保管され、遺言が確実に実行されることを期待している。そのため

の選択肢の一つとして、【甲２案】のような民間事業者を利用する方法又は

公正証書遺言を利用する方法に加え、【乙案】のように比較的簡便な方法が

あることで、遺言書の作成が促進されるものと思われる。 

（3）さらに、現行の遺言書保管制度の枠組みを活用することとすれば、【乙

案】については施行までの期間を短縮することができる。 

（4）ただし、遺言者の真意性の担保や保管申請時のなりすまし防止のため、

乙案④の遺言者の口述は、現実出頭による対面方式を原則とすべきであ

り、中間試案（注３）のウェブ会議による特例については、遺言者が身体

の障がい等により法務局へ出頭することができない場合や、遺言者の居住

地が離島など隔絶地にあって管轄の法務局への出頭が困難な場合に限るも

のとすべきである。またその場合、口述を録画するものとすべきである。 

 

 

２ 保管制度の在り方 

 

【意見の趣旨】 

試案に賛成する。かつ、（注１）後段記載の一元的な検索システムの構築及

び（注２）記載の公的機関による電子署名にも賛成する。 

 

【意見の理由】 

司法書士の業務からみた場合、遺言書保管制度を利用する遺言者の立場、及

び遺言執行を行う相続人等の立場の双方の視点から、令和２年７月に運用が開

始された遺言書保管制度は利用しやすい制度に設計されているといえる。さら

に、同制度は利用件数も順調に増加しており、【乙案】又は【丙案】（当会は

【乙案】に賛成し、【丙案】は不要と考えている。）を採用した場合の保管制度
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については、試案のとおり、現行の遺言書保管法に関する規律を参照した制度

設計が望ましいと考える。 

また、利用者の立場からすると、将来的には、法務局において保管されてい

る自筆証書遺言書と新たな方式の遺言の有無の検索が一元的に行うことができ

ることが望ましい。ただし、公証役場に保存されている公正証書遺言の検索と

の一元化については、今回の改正法が施行され、その改正省令等で遺言者の同

意を得る仕組みを確立した上で、遺言者が遺言時に同意をしたものだけを対象

とせざるを得ないと考える。なお、【甲２案】が想定する民間事業者による保

管は、【乙案】や【丙案】にいう公的機関による保管とは性質が異なるため、

検索の一元化の対象とすべきではない。 

さらに、デジタル技術を活用した新たな遺言の方式を定着させるためには、

公的機関が保管したデジタル遺言による遺言執行をスムーズに行うことができ

るような制度設計を構築すべきであり、具体的な方法として、保管機関が発行

する遺言の内容を証明する電磁的記録を持ち込んだ法務局や金融機関が適切に

対応することができるよう、発行機関が当該電磁的記録に電子署名を行うこと

は有益であると考える。 

なお、法務局が従来担っている事務の遂行に支障が生じないよう、保管事務

を実施する人的体制の整備が十分になされるべきである。 

 

 

３ 日付 

 

【意見の趣旨】 

１ 本文１の【甲２案】については、民間事業者が日付を記録するものとすべ

きである。 

２ 試案(2)に賛成する。ただし、当会は【乙案】に賛成し、【丙案】を不要と

考えるため、【乙案】についてのみ賛成する。 

 

【意見の理由】 

保管制度に基づき保管される場合（【乙案】【丙案】）、公的機関において保管

を開始した日を記録し、これを遺言の成立日とすることで、日付に対する信頼

を確保することができる。 



9 

 

本文１の【甲２案】においても同様の考え方から、サービスを提供する民間

事業者が当該日付について相違ない旨の認証を付与し、これを成立日とするこ

とで、日付の正確性を担保することができると考える。 

 

 

４ 加除その他の変更、撤回 

(2) 撤回 

 

【意見の趣旨】 

１ 保管制度の対象としない場合については、【Ａ案】（注）の考え方に賛成す

る。 

２ 保管制度の対象とする場合については、【Ｃ案】に賛成する。 

 

【意見の理由】 

１ 保管制度の対象としない場合（【甲 1 案】【甲 2 案】の場合）について 

 試案(２)のアのケースでは、当会は【甲１案】に反対し、【甲２案】に賛成し

ているところ、【甲１案】及び【甲２案】ともに、電磁的記録を用いた遺言書

の作成過程の方式要件が複雑であり、ある行為が電磁的記録の破棄に該当する

か否かをめぐる争いが予想され、遺言書そのものの有効性をめぐる争いとは別

次元の紛争が予想される。遺言者が電磁的記録を破棄しても、他者が同一の電

磁的記録を保管している場合も考えられ、何をもって「破棄」といえるのか判

別不能の状態に陥る危険性も生じ得る。また【甲２案】では民間事業者が保管

することを想定しており、そのようなケースで、民間事業者が保管している電

磁的記録を遺言者が破棄することの可能性はないものと思われる。 

 よって、アのケースでは破棄による撤回を認めないものとすべきである。 

 しかし、遺言者が遺言を撤回する意思は尊重されるべきであるし、自筆証書

であるか電磁的記録であるかを問わず、遺言の破棄を望む場合に破棄すること

ができるという一般の期待も保護すべきである。 

 よって、作成時と同様の方法で破棄による撤回を許容する規律を設けるべき

であると考える（例 【甲 2 案】の場合では、遺言書の作成時に利用したのと

同じ民間事業者サービスを利用して撤回を認める。）。また、上記規律を設ける

際には、後日の紛争防止の観点から、当該規律に定めた要件を満たさなければ
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「故意に遺言書を破棄したとき」にあたらず、撤回擬制がされないことを広く

周知徹底して、相続開始後の紛争を最大限に予防するための広報措置が必要で

あると考える。 

２ 保管制度に基づき保管される場合（【乙案】【丙案】の場合）について 

 保管制度を用いた遺言であっても、遺言者が遺言を破棄することができる自

由は尊重されるべきである。遺言者にとっては、保管がどのような方法であ

れ、遺言が遺言であることに変わりはなく、破棄を望む場合に破棄することが

できる期待を保護する必要があると考える。 

 遺言者にとっては、自分の遺言書を手元に置くか法務局に保管申請するかの

違いで破棄の自由が制限されることは想定していないものと考える。また、現

行制度と同様、破棄による撤回の真意性・真正性は、相続開始後の紛争解決手

続において処理されるべき問題であるとも考える。 

 したがって、【Ｃ案】に賛成する。保管について公的機関が関与する以上、

後日の紛争防止のための措置を極力講ずべきであると考えるので、試案のとお

り、当初遺言の情報については消去せず、しかし撤回した遺言を他者に見られ

る事態を回避したいという遺言者の意思を尊重するため、証明・閲覧・通知の

対象とはしないものの、紛争解決といった特別の事由がある場合に限り、遺言

者の生存中には遺言者に、遺言者の死亡後には相続人等に閲覧の請求を認める

ものとして、遺言者の意思を極力慮ることができるような法制度が必要である

と考える。 
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第２ 自筆証書遺言の方式要件の在り方 

 

１ 自書を要しない範囲 

 

【意見の趣旨】 

第２の１に賛成する。 

 

【意見の理由】 

現行法で、すでに財産目録は自書を要しないものと規律され、従前と比べ自書

する負担は大幅に緩和されており、これ以上の自書の緩和は、遺言への本人の熟

慮を促す観点、なりすまし防止の観点から、不要であると考える。この方式要件

に不都合がある場合は、デジタル技術を活用した新たな遺言方法を利用すれば

足りると考える。 

 

 

２ 押印要件 

 

【意見の趣旨】 

２について、【乙案】に賛成する。 

（後注）について、押印を欠く場合の救済については、裁判所が判断するもの

とし、判例の蓄積に委ねるべきである。 

 

【意見の理由】 

昨今、行政機関に対し、一般に申請や提出する書類の押印が必須要件ではなく

なってきており、中でも特筆すべきは、令和３年戸籍法改正によって重要な身分

行為である婚姻、離婚、認知、養子縁組、養子離縁（以下「婚姻等」という。）

の届出の押印義務（証人の押印義務も含む。）も廃止されて任意とされる等、署

名押印についての意識が変容しつつあることは否めない。ただ、婚姻等の届出に

は押印をなくすべきではないとの国民の声などを踏まえ、改正以降も、届出人の

意向により、届書に任意に押印することは可能とされていることに留意すべき

であり、これが、重要な文書に押印するという我が国の慣習が現在でもなお踏襲

されていることの民意の表われである。 
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また、婚姻等の戸籍の届出については、不正な届出を防止するための方策とし

て、真正性が担保される制度が用意されている。例えば、第三者のなりすまし防

止のための本人確認の実施や婚姻等の届出については、届出がされる前に、本籍

地役場に出向いて「不受理申出書」を提出することができ、また、本人確認をす

ることができなかった場合等（郵送による届出、一方当事者不出頭者を含む。）

は、届出人に通知書を発送するなどの制度が設けられている。 

一方、遺言は単独行為であり、特に自筆証書遺言は、遺言者が要式に沿ってい

れば自由に遺すことができるものであるから、上記のような制度は設けられて

おらず、真正性が担保される方法は、記載方法等の方式要件のみである点が異な

る。 

また、この婚姻等の有効性については、もっぱら当事者の生前にその効力を確

認することができるところ、自筆証書遺言の有効性は遺言者の死後に問題とな

り、その内容は相続財産の承継に関する重要な財産行為であることから、遺言の

真意性・真正性を担保する重要性は大きい。この点から、遺言は、婚姻等の届出、

ましてや一般行政書類との違いがあるといえる。 

また、「判を押す」という言葉が今でも一般に使用されているように、不動産

売買等の重要な取引では、現在でもなお、実印での押印及び印鑑証明書の提出を

求められ、本人の真意性及び真正性を担保する手段の一つとなっている。 

ただ、この慣行については１０年後、２０年後は変容する可能性が十分にある

が、いまだになお、押印を要件とすることで熟慮を促す機能が十分備わっている。 

また、そもそも遺言は、一般の感覚からすれば、一生に一度作成するか否かの

特別な文書であり、何回も作成することは想定されておらず、押印は実印に限定

されていない。このことからしても、押印義務がさほど重いものとは思えない。 

さらには、押印が有する下書きと完成品とを区別することができる機能、遺言

者自身が遺言を完成させたと認識する文書完成の判別機能がある点でも、いま

だに自筆証書遺言において押印義務を存置する意義があると考える。 

 （後注）について、押印を欠いた場合の遺言の救済要件を遺言書保管制度の方

式によるものとすることは、その方式が法定されているため、有効性の判断が明

解になる点で優れているものの、その方式は詳細な要件があり、果たしてここま

での要件を備えて押印漏れがある自筆証書遺言があるのか、またそこまでの要

件を備える労力があれば、保管制度を利用すればよいのではないか、裁判所の判

断なしに押印がなくても有効であるとする規定を設ける必要があるのか疑問で



13 

 

あり、賛成できない。 
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第３ 秘密証書遺言の方式要件の在り方 

 

【意見の趣旨】 

 １について、秘密証書遺言は、立法意図と異なり、自筆証書遺言等の脱法とし

て利用されている嫌いがあり、その在り方を見直すべきである。また、デジタル

技術を活用した方式については採用すべきである。証人は、不要であると考える。 

 ２(1)について、賛成である。 

 ２(2)について、【甲案】に賛成である。 

 

【意見の理由】 

１について 

 秘密証書遺言においては、自筆証書遺言のように全文の自筆を要せず、また公

正証書遺言のように公証人に対する口授を要しない。したがって、遺言者が理解

しているとは到底思えないような複雑な内容の遺言書がワープロ打ちによる等、

自筆によらずに作成され、遺言者本人は署名するだけという形で、ある意味脱法

的に利用されている嫌いがある（公正証書遺言によるよりも手数料が低廉であ

ることから利用が検討されることもある。）ようであり、何のための制度か疑問

であり、その在り方を見直すべきである。 

 遺言内容の秘匿性の確保の観点からは、逆にデジタル技術を活用した方式を

採用すべきであると考えられる。 

 また、公証人でさえも遺言の内容について関知しないのであるから、証人を求

める必要はないと考える。 

 

２について 

 公証人が関与していることから、遺言者及び証人による押印は無用（そもそも

証人は不要。）であると考える。 
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第４ 特別の方式の遺言の方式要件の在り方 

 

１ 作成することができる場面の規律 

 

【意見の趣旨】 

 １(1)について、方向性について賛成する。 

 １(2)について、方向性について賛成する。 

 １(3)について、後述のとおり、在船者遺言を廃止すべきである。 

 

【意見の理由】 

 １(1)について、航空機遭難や天災その他避けることのできない事変も含まれ

ることを規律上明確化するとの中間試案の方向性について、賛成する。 

なお、船舶遭難者遺言については、船舶の遭難という限定を外すのであれば、

死亡危急時遺言との境界は不分明になるとも思われる。立法当時と異なり、現代

の技術水準からすれば、作成に関する規律を分ける必要性も乏しく、「船舶遭難

者遺言」を廃止し、「死亡危急時遺言」を標準的な方式とするのがよい、との意

見も当会における検討において出された。 

 １(2)及び(3)について、一般隔絶地遺言（伝染病隔離者の遺言）については、

その件数は統計上明らかではないが、全く利用されていないものと推察される。

この制度を担う「警察官」についても、立法当時、警察行政が感染症対策等の防

疫業務を担っていたことによるものであり、現代の実情に合致していない。一般

隔絶地に在る伝染病隔離者にあっても、現在の技術水準からすれば、他の方式に

より遺言を作成することは可能であり、特にこの方式によらざるを得ない場合

も想定されない。したがって、現行のままであれば、民法第９７７条は存在意義

が乏しく、廃止すべきであると考える。しかし、「伝染病のため行政処分によっ

て交通を断たれた場所に在る」の要件を外し、一般隔絶地に在る場合一般の標準

的な遺言方式にするのであれば、存在意義が高まり、利用も増えると考える。こ

の場合、在船者遺言は廃止すべきである。 

 

 

２ 作成方法の規律 
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【意見の趣旨】 

 ２(1)について、賛成する。 

 ２(2)について、死亡危急時遺言におけるデジタル技術を活用した遺言方式の

創設については、反対する。 

 ２(3)について、賛成する。 

 

【意見の理由】 

１ 次の理由から、死亡危急時遺言におけるデジタル技術を活用した遺言方式

の創設については、反対する。 

 (1) 死亡危急時遺言は、死亡の危急にある者が、今まで遺言書を作成しなかっ

たか、あるいは、既に作成した遺言を変更する必要があると考え、あえてこ

の期に及んで遺言書を作成するものであり、平常時に遺言書を作成するの

とは全く趣旨が異なる。 

すなわち、死亡の危急にある遺言者があえてこの期に及んで遺言書を作

成しようとするのは、以前に作成した遺言書や遺言書を作成しない場合の

遺産分割協議であれば、遺言者の意思が反映されないとか、法定相続分とは

異なる割合で一部の相続人に相続させたいとか、あるいは相続人以外の者

に遺贈したいとか、種々の理由が考えられるが、そのような特別な事情があ

るにもかかわらず、今まで遺言書の作成又は変更をせず、死亡の危急という

緊急の事態になって、推定相続人の意思に反する内容（作成済みの遺言書や

遺産分割では遺言者の意思が反映されない。）の遺言書を作成するのである

から、遺言者の真意を確認するための厳格な手続が求められて然るべきで

あり、現行法の要件を緩和する必要性はないと考える。 

また、現在のデジタル技術においても、遺言者の真意に反する偽造や変造

がされた動画を容易に作成することもでき、デジタル技術を悪用する技術

が日進月歩で進んでおり、悪用されるリスクがあまりにも高く、現時点で、

デジタル技術を活用した新たな遺言の方式を設けるのは、却って遺言者の

真意に反した偽造や変造がされた遺言が作成されることを助長することに

なりかねない。 

また、証人１人以上の立会を要件としているが、死亡の危急にある者が、

この期に及んで、いかなる理由であえて遺言書を作成し、又は変更しようと

しているのか、その真意を確認するには、少なくとも複数の証人の立会によ
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り確認すべきであり、この点についても問題があると考える。 

(2) また、死亡危急時遺言においてデジタル技術を活用した遺言方式を認める

のであれば、デジタル技術を活用した自筆証書遺言と異なる場面がなく、採

用する必要はないと考える。 

２ なお、当会における検討においては、船舶遭難者遺言においても、上記１(2)

と同じ理由として、デジタル技術を活用した遺言方式を別に創設する必要は

ないとの意見もあった。 

 


